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○西紋別地区環境衛生施設組合建設工事等請負業者 

資格審査及び指名等に関する規程 

 

平成 21 年 4 月 17 日   

訓 令 第 1  号
  

 

 

 第 1 章 総則 

 

（目的） 

第 1 条 この規程は、西紋別地区環境衛生施設組合（以下「組合」という。）がごみ処理

施設整備のために発注する建設工事及び調査・測量・建設コンサルタント等業務（以

下「建設工事等」という。）を請け負うことを希望する者（以下「請負業者」という。）

の資格審査及び指名等について必要な事項を定め、建設工事等の執行の適正な運営を

図ることを目的とする。 

 （適用除外） 

第 2 条 この規程は次に掲げる建設工事等については適用しない。 

（1）一般競争入札に付する建設工事等 

（2）災害の応急工事等で、特に緊急を要する建設工事等 

 

  第 2 章 請負業者入札参加資格審査申請 

 

 （資格審査申請書） 

第 3 条 建設工事等を指名競争入札又は随意契約の方法により請け負うことを希望する

者は、入札参加資格申請書を提出しなければならない。ただし、組合規約（昭和 50 年

4月 1 日網振興第 509 号指令）第 2 条に掲げる組合を組織する地方公共団体（以下「組

合市町村」という。）のいずれかに入札参加資格申請書と同等の申請書を提出した場合

は、組合へ入札参加資格申請書の提出があったものとみなす。 

2 前項の申請は隔年制とし、その受付期間は、当該申請を必要とする会計年度の前年度

の 2月 1日から 2月末日までとする。ただし、特別の事情がある場合はこの限りでない。 

3 発注者は申請書を受理した時は、入札参加資格者名簿に登載しなければならない。 

4 第 1 項ただし書きの規定により組合へ入札参加資格申請書の提出があったとする場

合において、組合市町村の入札参加資格者名簿への登載により、前項の入札参加者資格

者名簿に登載されたものとみなす。 
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  第 3 章 建設工事請負業者資格審査会 

 

 （設置） 

第 4 条 請負業者の適格性の判定及び格付けを行うため、建設工事等請負業者資格審査

会（以下「審査会」という。）を置く。 

 （業務） 

第 5 条 審査会は建設工事の入札参加を希望する請負業者について、別に定める審査基

準に基づきその適格性を判定し、級別の格付を行うものとする。 

 （組織） 

第 6 条 審査会は会長及び委員をもって組織する。 

2 会長は、組合長の属する組合市町村の副市町村長（以下「副組合長」という。）をも

って充てる。 

3 委員は、紋別市・滝上町・興部町・西興部村の組合職員の併任を受けた部課長、ごみ

処理施設整備推進室長（事務局長）及び主幹をもって充てる。 

4 会長は、必要があると認めるときは、臨時の委員を任命することができる。 

 （会長） 

第 7 条 会長は、審査会の会務を総理する。 

2 会長に事故あるときは、あらかじめ会長の指名する委員がその職を代理する。 

 （会議） 

第 8 条 審査会は、毎年 3 月に開催する。ただし、会長が必要と認める場合は、臨時に

開催することができる。 

2 会議の議長は、会長が当たる。 

3 審査会は、委員の過半数の出席がなければ会議を開くことができない。 

4 審査会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは会長の決するところに

よる。 

 （格付名簿） 

第 9 条 審査会が請負業者の格付を決定したときは、当該請負業者を建設工事等請負業

者級別格付名簿（以下「格付名簿」という。）に登載しなければならない。ただし、共

同請負業者（経常建設工事共同企業体）については、別に格付名簿を作成し登載する

ものとする。 

2 審査会が格付名簿に登載された請負業者の資格を取り消したときは、会長は当該請負

業者を名簿から抹消しなければならない。 

3 格付名簿の有効期間は、4 月 1 日から翌年 3 月 31 日までとする。 
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  第 4 章 建設工事 

 

 （設置） 

第 10条 建設工事等を指名競争入札及び随意契約に付する場合の請負業者の指名並びに

請負業者の入札参加指名停止について審議するため、建設工事等請負業者指名委員会

（以下「指名委員会」という。）を置く。 

 （業務） 

第 11 条 指名委員会は、入札参加者の指名等を厳正かつ適正に行うために、建設工事等

及びこれに関連する工事又は、業務委託その他契約入札に係る指名競争入札の参加者

の指名及び指名停止に関する事項を審議するものとする。 

 （組織） 

第 12 条 指名委員会は会長及び委員をもって組織する。 

2 会長は、副組合長をもって充てる。 

3 委員は、紋別市・滝上町・興部町・西興部村の組合職員の併任を受けた部課長、ごみ

処理施設整備推進室長（事務局長）及び主幹をもって充てる。 

4 会長は、必要があると認めるときは、臨時の委員を任命することができる。 

 （会長） 

第 13 条 会長は、指名委員会の会務を総理する。 

2 会長に事故あるときは、あらかじめ会長の指名する委員がその職を代理する。 

（会議） 

第 14 条 指名委員会の会議は、必要の都度開催する。 

2 会議の議長は、会長が当たる。 

3 指名委員会は、委員の過半数の出席がなければ会議を開くことができない。 

4 指名委員会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは会長の決するとこ

ろによる。 

 （請負業者の指名） 

第 15 条 指名委員会が、請負業者の指名を行う場合は、別表第 1 に定める基準に基づき

「格付名簿」「入札参加資格者名簿」及び「経常建設工事共同企業体名簿」に登載され

ている者の中から指名しなければならない。 

 （指名停止） 

第 16 条 請負業者の入札参加指名停止については、別表第 2 に定める指名停止基準に基

づき審議する。 

 

  第 5 章 その他 

 

 （会長への委任） 

第 17 条 この規程に定めるもののほか、運営上必要な事項は、会長が定める。 
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 （庶務） 

第 18 条 審査会及び指名委員会の庶務は、ごみ処理施設整備推進室において行う。 

 

 附則 

 （施行期日） 

この規程は、公布の日から施行する。 

 

 

 

別表第 1（第 15 条関係）  

 

 指名基準 

1 請負業者を指名するときは、「級別工事価格」表を基準として、「格付名簿」の中から

業種別に選定しなければならない。ただし、必要と認める場合は、直近上位又は下位

の格付等級の中から選定することができる。この場合において、競争性を確保できな

いと認められるときは、この限りでない。 

2 建設工事等の施行上専門的な技術を要する特殊な建設工事等の指名については、「入

札参加資格者名簿」の中から選定することができる。 

3 工事価格が全体計画の一部である場合の指名については、全体の工事価格を勘案し、

対応する等級より上位等級の中から選定することができる。 

4 工事の主体部分が技術的に異なる 2以上の業種で構成されている場合の指名について

は、その工事の目的に対応する業種より選定するものとする。 

5 災害その他の理由により、緊急に施工する必要がある工事の指名をする場合は、当該

指名基準にこだわらず選定することができる。 

6 以上のほか、次の事項を留意するものとする。 

（1）発注時における経営状況 

（2）発注時における手持工事の状況 

（3）当該工事についての技術的適正及び施工能力 

（4）地元業者の育成 
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別表第 2（第 16 条関係）  

 

 指名停止基準 

 

停止要件 期間 

（虚偽記載） 

1 組合発注工事に係る一般競争及び指名競

争において、競争参加確認申請書資料及び

その他の入札前の調査資料に虚偽の記載を

し、工事の請負契約の相手方として不適当

であると認められるとき。 

 

 （過失による祖雑工事） 

2 組合と締結した請負契約に係る工事（以下

「組合発注工事」という。）の施工に当たり、

過失により工事を粗雑にした場合におい

て、かしが重大であると認められるとき。

（かしが軽微であると認められるときを除

く。） 

 

3 西紋別市町村内における工事で組合発注

以外のもの（以下「一般工事」という。）の

施工に当たり、過失により工事を粗雑にし

た場合において、かしが重大であると認め

られるとき。 

 

 （契約違反） 

4 組合発注工事の施工に当たり、契約に違反

し、工事請負契約の相手方として不適当で

あると認められるとき。 

 

 （安全管理措置の不適切により生じた公衆

損害事故） 

5 組合発注工事の施工に当たり、安全管理の

措置が不適切であったため、公衆に死亡者

若しくは負傷者を生じさせ、又は損害（軽

微なものは除く。）を与えたと認められると

 

当該認定をした日から 1 か月以上 6 か月以内 

 

 

 

 

 

 

当該認定をした日から 1 か月以上 6 か月以内 

 

 

 

 

 

 

当該認定をした日から 1 か月以上 3 か月以内 

 

 

 

 

 

 

当該認定をした日から 2 週間以上 4 か月以内 

 

 

 

 

 

当該認定をした日から 1 か月以上 6 か月以内 
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き。 

6 一般工事の施工に当たり、安全管理の措置

が不適切であったため、公衆に死亡者若し

くは負傷者を生じさせ、又は損害を与えた

場合において当該事故が重大であると認め

られるとき。 

 

 （安全管理措置の不適切により生じた工事

関係者事故） 

7 組合発注工事の施工に当たり、安全管理の

措置が不適切であったため、工事関係者に

死亡者又は負傷者を生じさせたと認められ

るとき。 

 

8 一般工事の施工に当たり、安全管理の措置

が不適切であったため、工事関係者に死亡

者若しくは負傷者を生じさせた場合におい

て、当該工事が重大であると認められると

き 

 

 （贈賄） 

9 資格者である個人、資格者の役員又はその

使用人が、組合の職員に対して行った贈賄

の容疑により逮捕されたとき。 

 

10 資格者である個人又は資格者である法人

の代表権を有する役員（代表権を有すると

認めるべき肩書を付した役員を含む。以下

「代表役員等」という。）が組合の職員に対

して行った贈賄の容疑により公訴を提起さ

れたとき。 

 

11 資格者の役員又は支店若しくは営業所

（常時工事の請負契約を締結する事務所を

いう。）を代表するもの（以下「一般役員等」

という。）が組合の職員に対して行った贈賄

の容疑により公訴を提起されたとき。 

 

当該認定をした日から 1 か月以上 6 か月以内 

 

 

 

 

 

 

 

当該認定をした日から 2 週間以上 4 か月以内 

 

 

 

 

当該認定をした日から 2 週間以上 2 か月以内 

 

 

 

 

 

 

逮捕を知った日から公訴の提起又は公訴を提

起しない処分が行われたことを知った日まで 

 

 

公訴を知った日から 4 か月以上 12 か月以内 

 

 

 

 

 

 

公訴を知った日から 3 か月以上 9 か月以内 
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12 資格者の使用人（以下「使用人」という。）

が組合の職員に対して行った贈賄の容疑に

より公訴を提起されたとき。 

 

13 代表役員等、一般役員等及び使用人が西

紋別市町村内の他の公共機関の職員に対し

て行った贈賄の容疑により逮捕され、又は

逮捕を経ないで公訴を提起されたとき。 

 

14 代表役員等及び一般役員等が西紋別市町

村外の他の公共機関の職員に対して行った

贈賄容疑により逮捕され、又は逮捕を経な

いで公訴を提起されたとき。 

 

 （独占禁止法違反行為） 

15 西紋別市町村において私的独占の禁止及

び公正取引の確保に関する法律（以下「独

占禁止法」という。）第 3 条又は第 8 条第 1

項第 1 号の規定に違反し、工事請負契約の

相手方として不適当であると認められると

き。 

 

16 組合発注工事に関し、独占禁止法第 3 条

又は第 8 条第 1 項第 1 号の規定に違反した

場合において、当該違反が特に悪質である

と認められるとき。 

 

 （談合） 

17 資格者である個人、資格者の役員又はそ

の使用人が、談合の容疑により逮捕され、

又は逮捕を経ないで公訴を提起されたと

き。 

 

 （不正又は不誠実な行為） 

18 前各号に掲げる場合のほか、業務に関し

不正又は不誠実な行為をし、工事請負契約

の 相手方として不適当であると認められ

公訴を知った日から 2 か月以上 6 か月以内 

 

 

 

逮捕又は公訴を知った日から 

代表役員等 3 か月以上 9 か月以内 

一般役員等 2 か月以上 6 か月以内 

使用人   1 か月以上 3 か月以内 

 

逮捕又は公訴を知った日から 

代表役員等 2 か月以上 6 か月以内 

一般役員等 1 か月以上 3 か月以内 

 

 

 

当該認定をした日から 2 か月以上 9 か月以内 

 

 

 

 

 

 

当該認定をした日から 2 か月以上 9 か月以内 

 

 

 

 

 

逮捕又は公訴を知った日から 2か月以上 12か

月以内 

 

 

 

 

当該認定をした日から 1 か月以上 9 か月以内 
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るとき。 

 

19 前各号に掲げる場合のほか、代表役員等

が、禁固以上の刑に当たる犯罪の容疑によ

り公訴を提起され、又は禁固以上の刑若し

くは刑法（明治 40 年法律第 45 号）の規定

による罰金刑を宣告され、工事請負契約の

相手方として不適当であると認められると

き。 

 

 （賃金の不払） 

20 事業員に対する賃金の不払について、監

督官庁から勧告を受けたとき。 

 

  基準適用の原則 

① 工事請負業者又はその使用人が前各項の

内二以上の事項に該当するときは、当該各

項に定める期間の長期及び短期の内、最も

長いものをもってそれぞれ長期及び短期

とする。 

② 組合と締結した契約に関し、下請負人に付

している場合において、当該下請負者が全

各項の一に該当した場合で、当該下請負者

に対する注文又は指示について過失があ

るときは、その過失の程度により元請負者

に対して各項を適用するものとする。 

③ 組合と締結した契約に関し、当該契約に係

る下請負者が前各項の一に該当した場合

で、かつ、当該下請負人が資格者であると

きは、その責任の度合いにより当該下請負

人に対し、各項を適用するものとする。 

④ 工事請負業者が共同企業体の場合であっ

ても、当該共同企業体が前各項に該当した

場合は、当該共同企業体及び当該共同企業

体の構成員について各項を適用するもの

とする。 

 

 

当該認定をした日から 1 か月以上 9 か月以内 

 

 

 

 

 

 

 

 

当該認定をした日から 1 か月以上 6 か月以内 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


